

平成３年版 大阪経済白書 の概要

─商品開発を促進するサービス集積─


　　「大阪経済白書」は、大阪の経済構造・産業活動や労働分野における中長期的な課題を明らかにするとともに、大阪経済の前年の景気動向や府内の労働情勢を把握し、企業経営における方針の作成や地域の産業･労働政策の検討に資することを目的に作成しております。以下は平成３年版の概要です。



【要約】 

第１部　平成２年の大阪経済

◆景気は拡大基調を持続
・　平成２年の大阪経済は､好調内需に支えられ、景気拡大を持続した。今回の景気拡大は昭和61年12月（全国は11月）に始まり、平成２年12月現在での拡大期間は既に48か月（全国は49か月）となり、「いざなぎ景気｣の57か月に迫ろうとしている。
　今回の景気拡大の背景として、円高、原油安、低金利といった環境の下で、設備投資､個人消費など内需が好調であったことがあげられる。しかし、平成２年に入ってからは円安や株価の低下､さらに湾岸危機による原油高と供給不安､金融引締めによる金利高というように、これまでの景気を支えてきた良好な環境に変化が生じた。ただ、今のところこれらの景気への影響は軽微であるが、これまで強気に推移していた企業経営者の景気判断に、先行きの見通しではやや弱気なところが多くなるなど､懸念材料もでてきており、今後の動向に注視する必要がでてきている。
◆好調な生産活動､タイトな労働力需給
・　生産活動は､年の前半に伸び悩んだものの、後半には再び増加に転じた。依然拡大基調にはあるものの、生産の上昇テンポは鈍ってきており､今後の動きが注目される。
　雇用情勢については、新規求人倍率･有効求人倍率ともに高い水準を維持し引き締まり、人手不足感がさらに強まっており、特に中小企業で顕著になっている。
　一方、物価については卸売物価が原油価格上昇などから強含みに推移し、消費者物価も上昇気配を強めている。
◆平成２年は好調であった需要･消費市場
・　国内市場は住宅投資を除き堅調に推移した。個人消費は、平成２年の月平均が昭和60年以降では最高の伸びになるなど、順調な伸びを示した。民間設備投資は大企業が全国を上回る伸びを示したほか、中小企業も好調に推移し､公共投資も関西国際空港などで順調に増加した。
　貿易は､輸出が高い伸びを示したほか、輸入も好調な内需を背景に拡大を続けた。
　一方、住宅投資は前年に続いて減少となったほか、戸数でも10万戸を割った。
　なお、企業倒産については基調としては減少しているものの､金融引締めにより大型倒産など変化の兆しがみられる。
◆年初来好調に推移した中小企業の景況
・　平成２年の府内中小企業の景況は､前年に引き続きおう盛な民間設備投資や､好調な住宅投資､公共工事等に支えられ、内需を中心に年初来好調に推移し、下請企業においても、受注単価の上昇がみられ、採算面での改善が進んだ。
　業種別にみると、消費財関連業種では、輸入品の攻勢等を受けている繊維など一部の業種を除いては堅調に推移し､建設関連業種でも年間を通じては新設住宅着工戸数が高水準に推移したことや、ホテル､ビル等の建設ラッシュによって好調であった。
　設備投資関連の機械･金属業種は、各種需要業界のおう盛な需要に支えられ､いずれも好調が続き､高水準の受注･生産によって、人手不足が顕著となった。
　また、輸出関連業種では、内需が極めて好調に推移したため､無理に輸出に力を入れるような動きはみられず、多くの業種で内需へのシフトが進んだ。ただ、一部には品質等の面で､国際競争力の強い製品の輸出は年間を通じて底堅い動きを示した。

第２部　商品開発を促進するサービス集積
　
　国内消費市場の成熟化や競争の厳しさに対して､大阪の産業は新商品開発を積極的に進めている。商品開発に際して、企業内の人材などに依るだけではなく、企業外部の専門サービス業や研究機関といった大都市圏に集積しているサービス部門を活用することが効果的である。ここでは外部サービスとの連携の現状と課題を検討している。
◆激しさを増す国内市場の競争
･　過去３年間に国内市場での競争が激化したという企業は､中堅・大企業（大阪本社）77％、中小工業63％、中小卸売業80％、今後３年間に競争が激化すると予測する企業は、中堅・大企業89％、中小工業65％、中小卸売業78％となっている。
・　こうした競争激化への対応として、中堅･大企業、中小企業を問わず新商品開発が活発化している｡
◆活発化する新商品開発
・　新商品の現在の売上高に占める比率は、中堅･大企業､中小工業、中小卸売業ともに10％未満が最も多い。しかし、新商品が主力商品に成長しつつある企業（新商品の売上高に占める比率が30％以上の企業）も、中堅・大企業27％、中小工業15％、中小卸売業13％（開発商品）、11％（仕入商品）となっている。
・　新商品の年間平均の開発点数は､中堅･大企業、中小工業ともに消費財関連企業が生産財関連企業よりも多くなっている。また、中小卸売業でも仕入商品､開発商品ともに消費財卸の新商品点数が多くなっている。
・　新商品の開発期間は、中堅･大企業では18か月以内が68％なのに対して中小工業では12か月以内が76％､中小卸売業では同91％である。また、需要変化の厳しさを反映して消費財関連企業に開発期間の短い企業が多い。
◆新商品開発の力点
・　新商品開発にあたっては､中堅・大企業、中小工業、中小卸売業ともに「（最終）ユーザーの多様な要求に応えられる商品開発」などニーズ志向を重視する姿勢が顕著である。また、こうしたニーズ志向は特に消費財関連企業で強く、その中ではデザイン･感性重視の傾向もみられる。
・　実際に開発された新商品のセールスポイントとしては、「機能面で差別化を図った商品」とする企業が中堅･大企業と中小工業では過半数を占め、中小卸売業でも過半数に近い割合を占めている。しかし、財別では、消費財関連企業で「用途面で工夫された商品」や「感性面で新規制を打ち出した商品」とする企業も一定の割合を占めている。
◆新商品の特徴
・　形態面では近年の技術革新に支えられて軽薄短小化が進行している。同時に、機能面では高度化し、価格が高くなった新商品が多い。
・　技術面では、中堅･大企業､中小工業、中小卸売業ともに自社保有技術による新商品が多いが、新しく技術開発したり一部を技術導入したりするケースもみられる。
・　市場面では、「既存市場でのシェア拡大を意図した商品」という企業が中堅・大企業、中小工業、中小卸売業ともに最も多いが、「異分野市場への参入を意図した商品」や「全く新しい市場創造を意図した商品」とする企業も増えつつある。
・　重点販売地域では､これまでは中堅・大企業では関西市場と関東市場が２大重点、中小工業では関西市場中心、中小卸売業では関西市場をターゲットとする展開であるが､今後は中堅・大企業、中小卸売業ともに関東圏の比重を高める傾向にある。
◆商品開発組織と商品開発要員
・　中堅･大企業では組織的な取り組みがなされているが、中小工業や中小卸売業では経営陣や一般社員が業務のかたわら行うというケースも目立っている。また、中堅・大企業、中小工業､中小卸売業ともに「社外のメンバーを含めたチーム編成」をする企業が一定の割合を占めており、新商品開発の活動は広く社外（外部）の経営資源の活用にまで及んでいる。
・　商品開発要員は企業規模の大きな中堅･大企業ほどその数も多い。また中小企業では他業務との兼任者が多い。「専任なし」という企業は中小工業では29％、中小卸売業では40％にのぼっている。
・　商品開発要員数では、中堅･大企業、中小工業､中小卸売業いずれも｢増加」とした企業は過去３年間よりも今後３年間のほうが多くなっている。
◆外部の経営資源と商品開発支援サービス業の利用状況
・　外部の経営資源の利用は､中堅･大企業､中小企業ともに活発化している。しかし、その利用状況には違いがあり、中小工業や中小卸売業では「取引先（親会社）の関係部門の利用」という企業数が最も多くなっている。
・　サービス業の利用は、商品開発段階別には、中堅･大企業では「開発テーマの検討」と「販売面の検討」、中小工業では「技術面の検討」と｢販売面の検討」、中小卸売業では「販売面の検討」が中心である。
・　サービス業の利用は、商品開発業務別には、中堅･大企業では「消費者ニーズの把握」など６業務、中小工業では｢消費者ニーズの把握」など５業務、中小卸売業では「商品イメージの具体化」など５業務で広範となっている。
◆顧客側とのギャップとサービス業の発展方向
・　サービス業の利用理由は､顧客側では｢専門性の高いサービスが得られるから」、「社内に絶対数が不足しているから」、「社内に人材がいないから」が主なものであるが、サービス業側の認知では「高度な知識や情報得られるから」、「専門性の高いサービスが得られるから」が主なものであり、「絶対数の不足」は高くない。
・　顧客側の要望についても、顧客側では「専門性の高いサービス」、「市場動向を先取りしたサービス」、「自社の状況にあったきめの細かいサービス」などトータルなサービスを求めているのに対して、サービス業側の認知では「自社の状況にあったきめの細かいサービス」が下位にあるなどギャップがある。
・　こうしたギャップは､顧客側は支払い価格に対して付帯的なサービスも含めたトータルとしてのサービスの水準が低いと考えているのに対して、サービス業では顧客側の本来的なサービス水準の評価が正当でないとみなしていることを示している。
・　今後のサービス業の発展方向としてはコスト戦略と高度化戦略があり、高度化には｢専門化｣と｢統合化｣の２つが考えられる。専門化にとっては人材の育成が、また統合化にとってはサービス業相互に専門化した業務分野間のネットワークの形成が鍵となる。
◆大阪のサービス機能の強化のために
・　多種多様な産業が集積している大阪でサービス業が発展することは、ソフトな産業基盤（ソフト・インフラストラクチャー）を生み出し、企業活動の新たな発展条件を作り出すことになる。
・　新商品開発にとって、こうした都市機能を活用することが重要であり、商品開発支援サービス業や情報サービス業とのネットワークが企業成長に果たす役割が大きい。
・　サービスの評価を高めるための環境整備が要請されており、また人材の育成、サービス業と顧客との橋渡しのための機関、業界組織などが求められている。

